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　最近、米国・イギリス・フランス・
オーストラリアなどで「ubiquitous 
positioning」すなわち「ユビキタ
ス測位」というテーマでの研究が
始まっており、我が国でも東京大
学において、物流におけるユビキ
タス測位の利用についての研究の
例がある。ユビキタスとは、「い
つでも、どこにでも存在する」「遍
在する」という意味である。今後
の情報社会においては、ウエアラ
ブルコンピュータや ICタグなど、
情報の「いつでもどこでも」を実
現する道具とともに、自分自身が
どこにいるかを高精度で計測でき
ることが当たり前になってくる。
その先駆けとして、携帯電話で現
在位置を知るサービスに加入して
いる人も数百万人にのぼる。携帯
電話による測位の精度はまだかな
り低く、間違いの元になる場合も
あるが、将来的にはより精度の高
い位置情報を得るために、全球測
位システム（GPS）を用いた位置
決定が主流になる。GPSは４個以
上のGPS衛星からの時刻信号を
基に受信機の現在位置を計算する
もので、既に社会のさまざまな活
動に利用され、国の基幹的なイン
フラとなっている。
　時刻の実用的な表示精度が「何
時何分何秒」であるのと同様に、
ユビキタス測位では位置情報に関
して「北緯何度何分何秒、東経何
度何分何秒」などと0.1 秒単位（注１）
で表示したり、地理情報システム
を参照して住居表示の番地やコン
テンツ情報にリンクしたりするこ
とも日常的になる。
　総務省では 2007 年４月を目途
に、警察、消防及び海上保安機
関への緊急通報の機能を高度化さ
せ、国民生活の安全・安心につな
がるインフラを構築しようとして
いる。携帯電話からの緊急通報に
おいて、発信者の所在位置の迅速
な特定は長年の課題であり、所在
位置情報がGPS機能を持つ携帯
電話から警察等へ自動送信可能に
なれば、現場への到着時間が短縮
できると期待される。
　しかし、GPS衛星による測位は、
住宅が密集している都市部や山間
部などでは充分な衛星数を視認で
きず、GPS測位ができない場合が
多い。これはGPS利用の弱点と
なっている。
　この問題に対して、総務省、文
部科学省、経済産業省及び国土交
通省と民間が連携して開発を行お
うとしている準天頂衛星システム
（QZSS）は GPS 衛星の補完・補
強を行う上で大きな効果を発揮す
ると期待されている。また、この
ような日本独特の衛星システムを
開発することで、宇宙産業の新し
いビジネスチャンスも生まれる。
　本稿では米国GPS衛星の概要
とその弱点、総務省の緊急通報高
度化計画の概要、準天頂衛星シス
テムの仕組みと役割、測位の高度
化に関して各省や研究機関が行っ
ている研究動向など、ユビキタス
測位のための道具立ての全容を紹
介する。準天頂衛星の用途は測位
に限らず通信・放送･観測など搭
載する機器によって種々の役割を
持たせることができるが、GPS補
完・補強機能が通信･放送等のミ
ッションよりも重要性及び緊急性
が高いことに鑑みて、最初に打ち
上げる準天頂衛星システムが果た
すべき役割をGPS補完・補強に
絞ることを提案する。また、準天
頂衛星システムを用いたユビキタ
ス測位を早期に実現するために必
要な政府の担当組織の設置を提案
する。
特集膠
ユビキタス測位における
準天頂衛星の有効性
総括ユニット　辻野　照久
1．はじめに
（注１）緯度（南北方向）の0.1 秒は世界中どこでも約３m、経度（東西方向）
の 0.1 秒は緯度が高くなるほど短くなり、我が国では約２mに相当する。
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２‐１
GPS衛星の発展動向
　一般にGPS衛星（航法衛星ま
たは測位衛星ともいう）と呼ば
れているものは、米国空軍が 24
機（最近では予備を含め 29 機）
で運用しているNAVSTARをさ
す。図表１に示すように基本設計
では６つの軌道面に４個ずつ衛
星を配置している。この他に故
障等に備えて数個の予備衛星を
用意している。NAVSTAR 衛星
は地表からの高度が約 20,200km
で、低軌道衛星と静止軌道衛星
のほぼ中間にあり、地球を１周す
る時間は約 12時間である。軌道
傾斜角は 55度で、高度が高いた
め極域の一部を除きほぼ全世界を
カバーできる。米国では、軍用航
空機や艦船の運航のために、国防
総省（DoD）が 1960 年頃から人
工衛星を用いた位置決定の研究を
行ってきた。いくつかの試行錯誤
的な技術開発を経て、1978年から
NAVSTAR衛星の打上げを開始
した。
　NAVSTAR衛星の配備は、図
表２に示すように、ブロック１に
よる実証段階を経て、1990年から
ブロック２と 2Aで定常運用に入
り、衛星寿命に対応して 1997 年
から代替衛星ブロック 2Rへと更
新を行い、まもなく民生用第２信
号を追加して性能を向上したブロ
ック 2RM（Modernized）を打ち
上げる予定である。また 2006 年
の初打上げを目指し、新たに民
生用第３信号を追加するブロック
2F衛星の製作が進んでいる。さ
らに、次々世代の測位衛星として、
ブロック３の概念検討が始まって
いる。現在、ロッキード・マーチ
ン社とボーイング社がそれぞれ設
計を進めており、DoDはまもな
くこの２社のうちからブロック３
の開発及び製作企業を選定しよう
としている。
２‐２
GPS衛星の機能
　現在主力となっている 2A及び
2RのNAVSTAR衛星は２種類の
原子時計を搭載し、精密な時刻情
報と自分自身の軌道情報を毎秒地
上に向けて発信している。これに
より、実用的に 10－9 の精度で時
刻情報を地上のGPS受信機に送
ることができる。
　各ブロックに共通する仕様とし
て、発信電波の周波数帯がある。
現在のGPS衛星のＬバンドの中
心周波数は 1575.42MHz（L1）と
1227.6MHz（L2）である。一旦決
まった周波数帯は地上受信器の
継続使用を図る上で変更できな
いので、今後とも変更されるこ
とはないはずである。ただし、ブ
ロック 2F衛星においては民事目
的（生命安全用）の中心周波数
（1176MHz、L5）をも新設するこ
とを計画し、国際電気通信連合無
線通信部会（ITU‐R）で承認さ
れている。
２‐３
米国以外の測位衛星
　ロシアは独自の測位衛星により
全球衛星測位システム（GLONASS）
を展開しているが、正常に稼動し
ている衛星が少なくなったため、
2005 年から補充用の衛星を 10機
程度打ち上げる計画である。現状
ではまばらな配置であるが、我が
国でも利用することが可能で、米
国の GPS とロシアの GLONASS
の両方を受信できる装置も販売さ
れている。
　欧州は今のところ米国のGPS
衛星に頼っているが、独自の全球
衛星測位システム（GNSS）用の
衛星を保有すべく欧州連合（EU）
と欧州宇宙機関（ESA）が協力し
2．GPS衛星について
　図表１　NAVSTAR衛星と
 ６面の軌道１）
ブロック メーカー 打上げ年 打上げ数 軌道傾斜角 重量(kg) 設計寿命 電力
１
ロックウエル・インターナショナル
1978‐1985 11 63 度 759 5 年 0.41kW
２ 1989‐1990 9 55 度 1,660 7.5 年 0.71kW
2A 1990‐1997 19 55 度 1,816 7.5 年 0.71kW
2R ロッキード・マーチン 1997‐2006
2（2R）
7（2RM）
55 度 2,032 10 年 1.14kW
2F ボーイング 2006‐2012 33 55 度 2,160 15 年 2.44kW
３ ロッキード・マーチンまたはボーイング 未定（201?‐） 未定 未定 未定 未定 未定
　図表２　米国の測位衛星の打上げ動向
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てガリレオ計画を推進している。
これには、中国・インド・イスラ
エル・ブラジルなどの非欧州諸国
も参加を表明しており、欧州域内
のみならず全世界的な利用が見込
まれる。ガリレオ計画は数年以内
に 30機の測位衛星からなる独自
の GNSS を展開しようとしてい
る。ガリレオ衛星は配備段階では
アリアン５型ロケットにより同時
に８機ずつ打ち上げられる計画で
ある
　中国は独自の静止測位衛星「北
斗」を３機打ち上げ、主に交通関
係の管制や車両盗難監視などに利
用している。また、インドも「ガ
ガーン（空）」というGPS補強衛
星を打ち上げることを計画してい
る。インドの場合、バンガロール
など南部のハイテク産業地帯では
静止測位衛星が天頂に近い高仰角
になるので、GPS補完の静止衛星
を保有するとユビキタス測位を行
う上で地理的な有利さを生かすこ
とができる。
２‐４
GPS補完とGPS補強
　周りに何もない場所であれば、
GPS衛星の信号を利用して受信機
の現在位置を決定することは容易
である。米軍がNAVSTARを利
用する舞台は主に空中や海上であ
り、NAVSTARの性能を十分に
利用できる。ところが民事的な利
用では、ビルが林立する都市の内
部や、山間の峡谷など、電波が遮
られる可能性が高い場所があり、
位置を決定するために必要な信号
数を確保できないことが多い。あ
る地点でGPSが利用できる確率
をアベイラビリティといい、我が
国の都市部では30％から40％程度
の場所が多い。東京大学柴崎研究
室が行った西新宿地域における測
位可能時間率などの調査結果２）で
は、高層ビル街だけでなく道路が
狭く民家が密集している住宅街に
おいてもアベイラビリティが低い
箇所が多いことが示されている。
　また測位の誤差についても考
慮する必要がある。民事目的での
GPS測位においては、電離層での
遅延、時刻信号の誤差、衛星の位
置情報の誤差、対流圏での水蒸気
による遅延及び地上でのマルチパ
スなどの誤差要因により約 10ｍ
程度の誤差が生じている。このう
ち最も支配的な誤差源である電離
層の遅延量については、L1、L2
の周波数の差を利用して補正する
ことが可能であり、GPSブロック
2RM打上げ後は民事用でも２周
波が利用できるようになる。
　アベイラビリティの低さや測位
誤差はGPS利用の弱点と指摘さ
れており、NAVSTARを運用し
ている米国自身も、GPS衛星を補
完する衛星や補強（オーグメンテ
ーション）するシステムが必要で
あるとしている。
　GPS補完と GPS補強は紛らわ
しいが、その意味するところの違
いを認識する必要がある。
　GPS 補完とは常時天頂付近に
GPS衛星１機に相当する衛星を配
置することである。準天頂衛星が
Ｌバンドの時刻･位置情報を発信
することがこれに当たる。
　GPS補強とは、地上の電子基準
点においてGPS衛星信号の到達
状況から誤差を解析して得られた
校正情報や、信頼度改善のための
インテグリティ情報などを種々の
通信リンクを使って他の受信機に
配信することで測位の精度を向上
させることである。これをディフ
ァレンシャルGPS（DGPS）という。
　GPS補強情報をエンドユーザに
伝達するため、地上放送のFM電
波に乗せる方法や、携帯電話を利
用する方法などが既に有料で実用
化されている。しかし、そのよう
な方法が利用できない地域も残さ
れている。準天頂衛星の特徴を利
用して補強情報をＳバンドで中継
することができれば、地上設備で
は送信困難な箇所にも補強情報を
伝えることができる。ただし、補
強情報は場所によって異なるの
で、日本全域をいくつのメッシュ
に区切って情報処理するかなど、
これから検討すべき課題もある。
3．GPSの精度を決めるDOP値と極小化する原子時計
３‐１
DOP値とは
　GPS 衛星により三次元的な位
置を決定するには少なくとも４
個の衛星から信号を受ける必要が
ある。４個の衛星はできるだけ
DOP値１になるような位置にあ
ることが望ましい。
　DOP値とは、測位衛星の幾何
学的配置によって精度が劣化する
程度を示す指数のことである。理
想的な衛星配置は、天頂の衛星
と 120 度ずつ分散している周辺
の３つの衛星で正三角錐の形状を
なしていることである。この場合
のDOP値を１とする。それと比
べて何倍精度が劣るかで、２、３、
４、…と指数で示す。この指数は、
４つの衛星で作られる三角錐の体
積がDOP値１の場合よりどれだ
け小さいかで計算される。GPS受
信機に精度（accuracy）を設定す
る機能がある場合は、DOP値を
用いて判断させるようになってい
る。DOP値はできるだけ１に近
づけることが望ましいが、GPS衛
星が天頂付近にある確率はきわめ
て低いので、準天頂衛星をGPS
補完として利用することはDOP
値を１に近づける上で有効な手段
となる。
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３‐２
極小化する原子時計
　GPS衛星は超高精度の原子時計
が地球を周回しているシステムで
あるといえる。ブロック２以降の
NAVSTARにはセシウム時計と
ルビジウム時計の２種類の原子時
計が搭載されている。
　原子時計のコンポーネントは、
従来はきわめて大きなものであっ
たが、最近ではポータブル型原子
時計が開発され３）、米軍の航空機
や車両など個々の装備に取り付
けられるようになってきた。これ
までは精密な時刻を得るために常
時測位衛星の信号を受信していた
が、ポータブル型原子時計で事足
りるようになったという。
　米国防総省高等研究所（DARPA）
では、バッテリーなどの部分を除
いて、１立方 cm以下となるよう
な超小型原子時計チップの研究を
行っている。原子時計の米粒大チ
ップ化が実現すると、携帯機器に
ごく普通に原子時計が組み込まれ
て、それ自身がGPS衛星と同じ
ように位置決定に使われるように
なり、視認できるGPS衛星数が
１つ減っても測位が可能になると
予想される。
4．我が国におけるGPS衛星利用動向
４‐１
GPS衛星利用の枠組み
　GPS 衛星は米国の所有である
が、我が国もその恩恵に浴してい
る。GPSは既に我が国の活動を維
持していく上で必要欠くべからざ
る重要なインフラになっている。
しかし、他国のインフラに安心し
て頼れるものであろうか？
　1998 年９月、クリントン大統
領と小渕首相は日米共同声明の中
で、米国はGPSを無償で継続的
に全世界に提供し、日本はGPS
利用を促進するべく協力するこ
とを表明した。また、同年 10月
に米国が商業宇宙法を改訂した際
に、上下両院が大統領の意向だけ
で簡単にGPS開放方針を変える
ことができないようにしたため、
我が国としては当面は安心して使
える状況にあるといってよい。こ
のような動きを踏まえて、我が国
ではGPS衛星を利用したカーナ
ビゲーションシステムの製造・販
売が一気に活性化した４）。
　このようにGPSの継続的使用
について一定の担保があるとはい
え、米国の意向次第で全く使用で
きなくなったり精度が低下したり
する恐れがあると不安を感じてい
る人もおり、我が国独自の技術に
よるGPS衛星の保有を目指すこと
は不安解消の１つの方策である。
４‐２
GPSの代表的な応用例
　GPSの用途は主に位置情報の取
得にあり、カ ・ーナビゲーション、
地理情報システム（GIS）、地理基
準、土地測量、地殻変動観測など
に幅広く応用されている。それ以
外にも電波遅延を利用した気象観
測や反射波を利用した海上風速観
測、時刻情報のみを利用する時刻
基準などさまざまな利用形態があ
る。各種の応用の中で、準天頂衛
星を利用することで最も大きなメ
リットがあると思われるのは、緊
急通報における所在位置情報通知
機能である。
４‐３
緊急通報の高度化について
　近年、携帯電話の著しい普及に
伴い、110 番通報では過半数が携
帯電話から発信されている。
　緊急通報が電話帳に記載されて
いる固定電話から発信された場合
は電話番号データベースによって
住所の特定ができるが、携帯電話
からの発信の場合は発信場所を特
定する仕組みや精度が不十分であ
る。このため、2003 年８月、IT
戦略本部は e‐Japan 重点計画の
中でも迅速かつ重点的に実施すべ
き施策として、緊急通報の発信者
の位置を通知する機能を実現する
と定めた。
　米国では既に 1999 年から、緊
急通報用の 911番を発信したとき
に、発信者の位置を通報する機能
を持つように携帯電話事業者に対
し義務付けている。これをE911
（エンハンスト 911 番）という。
欧州でもEUが 2002 年にE112 の
導入を決定しているが、欧州域内
で実際の導入はあまり進んでおら
ず、英国及びドイツで対応を義務
付ける検討が行われている。
　我が国における IT戦略本部の
決定は、いわばE110（警察機関用）、
E119（消防機関用）及びE118（海
上保安機関用）の導入に相当する。
　IT戦略本部の決定を受けて、
2003年 11月 27日、麻生太郎総務
大臣は情報通信審議会（秋山喜久
会長）に「電気通信事業における
緊急通報機能等の高度化方策」に
ついて諮問した。同審議会は2004
年６月 30日に高度化方策の一環
として「携帯電話からの緊急通報
における発信者位置情報通知機能
に係る技術的条件」について審議
結果を一部答申した５）。
　この一部答申は同審議会の情報
通信技術分科会緊急通報機能等高
度化委員会（主査：土居範久中央
大学教授）において審議されたも
ので、構成員にはNTTドコモ、
KDDI、ボーダフォンなど主要な
移動通信事業者が含まれている。
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　この一部答申の主な内容は、携
帯電話からの緊急通報機能の現状
と位置情報通知の必要性、位置情
報通知に係る技術的条件、導入ス
ケジュール、実施事項と課題など
である。
　導入スケジュールとしては、
2007年４月から緊急通報における
位置情報通知への対応を開始し、
新規加入や機種更新される携帯電
話には原則として位置情報通知機
能を搭載することを義務付けるこ
とで、2009 年には 50％、2011 年
には90％の携帯電話が対応可能と
なるものと予測している。
４‐４
緊急通報の高度化の効果
　携帯電話からの緊急通報の増
加に伴い、発信地が直ちに特定
できない場合が多く、政令指定
都市では現場到着までに要する
時間がこの 10 年間で１分 30 秒
（32％）程度増大している。特に
ここ数年間の悪化が目立つ。発信
者から見ると、携帯電話がなかっ
たときには、最寄りの公衆電話に
たどり着くまでにある程度の時間
を要していたはずで、事件・事故
発生から通知までの時間は携帯電
話の利用により短縮されている場
合が多いと思われる。ただし、携
帯電話で手軽に連絡できるように
なったため、複数の緊急通報が同
時に寄せられるようになり、１件
の事件を複数の人が通知している
のか、複数の事件が起こっている
のかという判断も難しくなってい
る。E110 などで携帯電話の緊急
通報機能が高度化されることで、
トータルの時間短縮や的確な出動
判断などに大きな効果があるもの
と期待される。
　また、大規模災害などでは、固
定電話が通信規制される場合があ
るが、緊急通報はその規制を受け
ないで優先的に取り扱われる仕組
みが既に実現している。
４‐５
位置情報通報の精度
　一部答申において、位置情報
に関する精度的な要求条件は、最
も条件の良い場合で測位精度を半
径 15 ｍとし、位置を示す経度・
緯度は 0.1 秒単位、高度は１m単
位で表示するものとしている。位
置情報を取得する手段は４機以
上のGPS衛星の信号を利用する
GPS測位方式を基本とする。その
場合の測位精度は実用的に数ｍか
ら 10 数ｍである。GPS測位方式
が利用できない場合、例えば市街
地や屋内では基地局からの同期信
号で代替する。この場合、精度は
数 10mから数 100m とかなり劣
化する。さらに基地局からの同期
信号も使えない屋内や地下街など
では、セルベース測位方式を用い
る。セルベース測位とは移動機か
ら取得したセル IDを測位サーバ
のデータベースに格納しておき、
ここから位置情報を検索する方式
である。測位精度は基地局の設置
密度により数 100m（都市部）か
ら 10,000m程度（地方部）とさら
に低くなる。
　オープンスカイ環境であれば
GPS測位方式が圧倒的に有利であ
ることは明らかであるが、逆に市
街地では、低層の商店街や住宅街
であってもオープンスカイ環境で
ない場合が非常に多く、アベイラ
ビリティの低い米国のGPS衛星
に頼るだけでは緊急通報の高度化
は期待したほどには実現できない
という結果になりかねない。
　このような問題点を緩和するた
めの一つの手段として、2006年頃
の打上げを目指す技術試験衛星Ⅷ
型（ETS‐8）という宇宙航空研
究開発機構（JAXA）の静止衛星
には時刻信号送信機能を持たせ、
高精度測位を実証しようとしてい
る。45 度程度の仰角ではGPS補
完の衛星とはいえないものの、緊
急通報高度化（E110、E119 及び
E118）を推進する上で重要な役割
を果たすものと予想される。
5．準天頂衛星の仕組みと役割
５‐１
準天頂衛星とは
　準天頂衛星（QZSS）とは、地
球の自転（23時間 56分）と同期
して３機の衛星が異なる軌道面を
周回し、同一経度の低～中緯度帯
において３機のうち少なくとも１
機は必ず天頂付近に存在するよう
に配置する衛星システムのことで
ある。静止軌道の場合は、23 時
間 56分で１周回する衛星が赤道
上空にあり、地上から見て衛星が
東西南北に移動しないように位置
を制御しているが、中緯度地方で
見ると仰角が 45度程度しかなく、
建物や山などに遮られる場合が多
い。準天頂衛星では軌道傾斜角や
離心率に応じて、中心経度を保ち
ながら、地上に投影すると８の字
を描くような軌跡で北半球上空と
南半球上空を往復する。
　図表３　準天頂衛星と静止衛星
 の比較
JAXA ホームページより６）
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５‐２
QZSSの実現例と
我が国の研究経緯
　米国では、シリウス・サテラ
イト・ラジオ社が３機のシリウ
ス衛星で米国大陸部全体に衛星
ラジオ放送を配信している。受信
料は月 10ドル未満で、最近受信
者が 70万人を超えたところであ
る。同社では最終的に 5,000 万人
の需要があると想定している。衛
星１機の重量は 3.8 トンで、ILS
社のプロトンＫロケットで１機ず
つ打ち上げられた。衛星バスはス
ペースシステムズ・ロラール社の
LS‐1300 系列で、我が国の運輸
多目的衛星（MTSAT‐1）と同
じである。米国大陸部は広大なの
で、シリウス衛星はどの地点でも
天頂付近にあるとはいえず、準天
頂衛星に区分できるか疑問がある
が、図表４に示すように準天頂衛
星に似た軌道に配置している。
　我が国では、準天頂衛星のアイ
ディア自体は古くからあり、既に
1972年に当時の郵政省電波研究所
（現在の情報通信研究機構NiCT）
で提案されている８）。当初の検討
では軌道決定や軌道制御が難し
く、軌道修正用に大量の燃料を必
要とすることから衛星システムと
して成立しないと判断された。そ
の後 1997 年から国のインフラと
しての独自の測位衛星の重要性が
再認識され、国家プロジェクトと
して検討が行われた。2002 年に
は官民の分担で開発を促進するた
め、新衛星ビジネス社（ASBC）
が設立された。2003年からは総務
省、文部科学省、経済産業省及び
国土交通省に予算がつき、本格的
にプロジェクトを立ち上げようと
している。
５‐３
GPS補完用QZSSの
基本的な仕組みと役割
盧衛星の機能
　GPS 補完に必要な準天頂衛星
では、ミッション機器としては原
子時計と同報通信用のアンテナが
必須である。衛星バス機器として
は、構体・太陽電池パネル・電源
系・姿勢制御系（推進系を含む）・
TT＆Ｃ系・熱制御系などがあり、
打上げロケットによるトランスフ
ァー軌道投入後に所定の軌道に投
入するためのアポジエンジンが必
要である（ロシアのプロトンロケ
ットのような４段式ロケットで打
ち上げる場合には衛星側のアポジ
エンジンは必要ない）。
　また、GPS補強情報を伝達しよ
うとする場合には、地上局から補
強情報を受信し、地上に送るため
の中継器が必要になる。測位・通
信･放送の機能をフル装備した準
天頂衛星の外観の検討例を図表５
に示す。
盪準天頂衛星の軌道
　想定される準天頂衛星の軌道
を図表６に示す。このような軌
道を実現するためには、衛星の軌
道要素を次のように設計する。ま
ず、軌道長半径は静止軌道と同
じで、遠地点はそれより 3,000 ～
5,000km程度大きくし、近地点は
同じだけ短くする。２つある楕円
の焦点の１つは地球の中心に合致
し、もう１つの焦点も地球内部に
あるという程度の、比較的真円に
近い楕円である。このような楕円
　図表４　シリウス衛星の軌道
ILS 社資料より７）
　図表５　準天頂衛星の外観（検討例）
ASBC 提供
　図表６　地上に投影した準天頂
 衛星の軌道の例
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軌道の離心率は約0.1 である。
　軌道傾斜角は 45度程度で日本
上空からオーストラリア上空まで
カバーする。
　昇交点赤経（RAAN）を 120度
ずつ離して３箇所とると、軌道
面が３つでき、各軌道面の衛星
が日本上空を順次カバーするよ
うな衛星配置になる。近地点引
数（Argument of Perigee）は、８
の字の形を決める重要な要素で、
270 度とすることで北半球に遠地
点を持ってくることができる。次
にビルが林立する地上から天頂方
向を見上げたときの視野の例を図
表７に示す。静止衛星は南に向か
って東西方向の狭い範囲にしか存
在しないので、この場所で静止衛
星の電波を受けることはほとんど
不可能である。しかし、準天頂衛
星は約８時間にわたって仰角 70
度以上の天頂付近に存在し、南
の方へ去っていくときには逆に南
から別の衛星が北上してきてハン
ドオーバー（引継ぎ）を行ってま
た約８時間天頂付近に存在するの
で、３機の衛星があれば 24時間
をカバーできることになる。
蘯測位以外の役割
　準天頂衛星システムは我が国
の天頂付近から電波を発信すると
いう特徴を生かして、通信や放送
に用いることを想定した設計も検
討している。大型車両では天頂に
向けた受信アンテナを設置するこ
とで、都市部や山間部でも電波を
遮られずに通信を行ったりテレビ
放送を受信したりすることができ
る。現在のところ、通信･放送は
静止衛星や地上波の方が有利と考
える事業者が多く、必ずしも準天
頂衛星システムを促進する勢力に
はなっていないが、測位機能を中
心にして準天頂衛星システムが実
現すれば通信･放送での新規参入
も考えられる。
盻宇宙産業の
　新しいビジネスチャンス
　我が国の準天頂衛星システムが
ユビキタス測位の実現で成功を収
めれば、諸外国から自国の準天頂
衛星システムを導入したいという
引合いが来る可能性がある。８の
字の大きさにもよるが、欧州、米
大陸などで複数のシステムが整備
されることは十分ありうる。静止
衛星軌道が資源として逼迫した状
況にあるのに対し、未開拓の準天
頂衛星軌道は大きな可能性を秘め
ており、我が国の宇宙産業に新し
いビジネスチャンスをもたらすこ
とが期待される。
　図表７　ビルの谷間から見た
 天頂の仰角
情報通信研究機構提供
6．測位精度向上に関する我が国の研究動向
６‐１
総務省の高精度時刻管理技術
　独立行政法人情報通信研究機構
（NiCT）は、準天頂衛星に搭載す
る高精度な原子時計として、水素
メーザ時計を開発している。また、
地上局の時刻装置とサブナノ秒
（10億分の１秒以下）の精度で同
期させる時刻管理系の研究を行っ
ている９）。将来、我が国独自の測
位衛星において、水素メーザ時計
により世界最高水準の時刻精度が
得られるようになることが期待さ
れる。
　なお、総務省情報通信政策局は、 
準天頂衛星によるGPS補強で必
要なＳバンド衛星通信の技術基準
を作成中である。
６‐２
文部科学省の
高精度測位実験システム
　文部科学省研究開発局は４省の
中で高精度測位実験システムをと
りまとめる役割を果たしている。
独立行政法人宇宙航空研究開発機
構は、準天頂衛星の軌道情報を高
精度で推定及び予報を行い、ユー
ザに対して通知するための研究を
行っている。準天頂衛星から放送
される測位信号を国内外に配置し
たモニタ局で受信し、これらの観
測データから準天頂衛星とGPS
の軌道と時刻を推定、予報するも
のである。将来の次世代測位シス
テムの高精度化、高度化のための、
衛星間測距装置や高精度加速度計
などの実験機器の搭載についても
研究中である。
６‐３
経済産業省の衛星軽量化・
長寿命化基盤技術
　経済産業省は次世代衛星基盤
技術開発プロジェクトの中で、衛
星構体の高排熱型熱制御や次世代
イオンエンジン、大型構造体用複
合材料、衛星搭載用リチウムイオ
ン電池などの技術開発を行ってい
る。イオンエンジンは比推力が化
学ロケットより大きく、寿命が長
いので、準天頂衛星の軌道制御に
適した推進力と考えられる。独立
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行政法人新エネルギー・産業技術
総合開発機構（NEDO）はリチウ
ムイオン電池の要素技術開発を分
担している。
６‐４
国土交通省の
高精度測位補正技術
　国土交通省航空局は運輸多目的
衛星（MTSAT）を用いて、航空
管制の高度化を目指す衛星航法補
強システム（MSAS）の開発を行
っており、精度やアベイラビリテ
ィだけでなく、インテグリティ（完
全性）、サービスの継続性など信
頼性に関わる要件も満たすシステ
ムが既に稼動開始を待つ段階まで
きている 10）。稼動を開始するには
運輸多目的衛星が運用段階に入る
必要があり、MTSAT‐1R（1999
年のH‐Ⅱ 8号機の打上げ失敗に
より喪失したMTSAT‐1の代替
機）が 2005 年２月に打ち上げら
れようとしている。
　独立行政法人電子航法研究所
（ENRI）では、MSAS関連の研究
とともに、準天頂衛星による高精
度測位補正技術の研究を行ってい
る。全国の電子基準点のGPS受
信信号のデータからオフラインで
GPS補強情報を生成する解析シス
テムを平成15年度から16年度に
かけて開発した。平成17年度から
は、電子基準点の情報をオンライ
ンリアルタイムで取り入れたGPS
補強情報生成システムやプロトタ
イプ受信機の開発を行おうとして
いる。MSASの成果を踏まえて、
準天頂衛星のインテグリティのモ
ニタリングなども研究されている。
６‐５
測位精度の向上
　上記の総務省、文部科学省及び
国土交通省の高精度測位関連技術
が準天頂衛星システムのGPS補
強に結集されることにより、現在
のGPS測位における水平方向の
誤差約 11mが１ｍ以下に向上す
る。電離層の影響、時刻精度、衛
星位置の精度、対流圏の影響など
がいずれも１ケタ低下し、センチ
メートル単位になる。このレベル
になって初めて、0.1 秒単位の位
置表示が意味を持つことになる。
7．準天頂衛星によるGPS利用の一層の拡大
　準天頂衛星によるGPS補完の
効果は、緊急通報の高度化だけに
とどまらない。４‐２でGPS 衛
星を用いた応用例をあげたが、準
天頂衛星による補完・補強機能を
活用することでどのような効果が
得られるかの一例を以下に示す。
盧ナビゲーション
　我が国で一般大衆に浸透してい
るカー・ナビゲーションは、GPS
受信機の他に自律航法やマップマ
ッチング技術を自動車に搭載して
その位置を地図データに重ね合わ
せて表示することにより、運転者
に対し目的地への誘導を行うもの
であり、現状技術で市場の要求条
件を充分に満たしている。一方、
歩行者のマン･ナビゲーション用
として、KDDI が GPS 機能を搭
載した携帯電話機を発売している
が、緊急時に警察等に発信者の位
置を知らせる仕組みはまだできて
いない。また、４機以上の GPS
衛星を視認できるエリアがまばら
でアベイラビリティが低いため、
米国でもE911 は不完全なシステ
ムであると評価されていることか
ら、我が国で 2007 年以降に緊急
通報の高度化が実施されたとして
も、十分な効果を発揮しないおそ
れがある。準天頂衛星でGPS補完・
補強を行うことで、この問題はか
なり解消される。同時に、大きな
携帯ナビ市場及びそれを利用する
位置情報サービス（LBS）が飛躍
的に発展するであろう。
盪列車運行管理
　山地を含む路線網を走る鉄道の
運行管理にGPS衛星を利用する
上で、カー・ナビゲーションの場
合と同様に衛星視認数の不足の問
題がある。もし天頂付近に衛星が
常時あれば信号数不足の可能性は
大幅に低下することから、独立行
政法人交通安全環境研究所は熊本
市交通局の協力を得て、熊本市内
に位置情報を発信する擬似的な準
天頂衛星を設置し、GPS による
市営電車の運行管理の実験を行っ
た 11）。
　その結果、測位可能時間の比率
が 24％から 72％に高まり、準天
頂衛星の効果が検証できたとして
いる。また、列車位置検知の精度
は１m程度を確保できる見通しが
得られたが、高速走行の際には反
射波の影響（マルチパス）があり、
信頼性向上の対策が必要であると
している。
　同様な実験が函館のはこだて未
来大学でも実施されている。
蘯土地測量
　GPSを用いた測量により、従来
よりも効率的に土地の測量を行う
ことができる。土地の境界点の位
置をめぐって、利害が対立して法
廷で争われる場合もあるが、今後
は公共物（道路や河川を含む）の
電子境界測量などの測量成果に
基づいて土地の境界が電子的に決
められる方向にある。100 名近い
国会議員による連盟で「公共物電
子境界画定事業」が推進されてい
るところである。この議員連盟の
活動を支援している社団法人全国
測量設計業協会連合会によれば、
GPS測量は現状ではすべての時
間・場所で実用的とは言いがたい
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ため、従来からあるトランシット
測量などGPSを用いない方法で
土地測量を行うことを前提にして
いる。その場合、個人の土地など
も含むすべての土地区画確定の作
業を日本全国で完了させるには、
現在のペースで 200年くらいかか
るともいわれている。GPS測量が
使えない理由は、GPS衛星が常時
捕捉できるわけではなく、また建
物等の電波の遮蔽物があるところ
（一般には指向角 15度が確保でき
ないところ）では計測ができない
からである。GPSを補完する準天
頂衛星があれば効率的なGPS測
量を導入して、今世紀前半くらい
に土地区画確定が完了できる可能
性がある。
盻その他の応用例
　特定非営利活動法人「高度測位
社会基盤研究フォーラム」では、
「衛星測位システム民間利用懇談
会」（委員長：柴崎亮介東京大学
教授）を設置し、「民間利用の立
場から見たわが国の衛星測位シス
テムのあり方への提言」という報
告書をまとめた 12）。この中で、上
記の他に、現場急行サービス、観
光、商品管理、廃棄物処理管理、
海洋工事、ロボティックスなどで
のユビキタス測位が期待されると
している。
　以上のように、準天頂衛星を
国のインフラとして整備すること
で、さまざまな分野で新製品の開
発や新サービスの提供など経済の
活性化が期待できる。
8．おわりに　̶ 準天頂衛星システム開発促進の方策 ̶
　ユビキタス測位が実現すれば、
生活のさまざまな面で変化が生
じ、それが安全・安心のレベル向
上や経済活動の活性化などにつな
がることが期待される。しかし、
米国のGPS衛星には、周回衛星
であることに起因して、見えたり
見えなかったりすることが根本的
なネックとなり、基本的な位置決
定方法であるGPS測位方式の効
果が十分に得られないという弱点
がある。ユビキタス測位を実現す
るには、常に天頂付近からGPS
補完を行う準天頂衛星を利用する
ことが必須である。とかく実生活
との関連が希薄といわれる我が国
の宇宙開発の中で、準天頂衛星は
50年、100年先までの国の基幹的
なインフラの一部となる可能性が
あり、その実現には各方面から大
きな期待が寄せられている。国の
施策としても、開発を積極的に進
める方針になっている。
　しかし、最初の準天頂衛星シス
テムにおいて測位機能と同時に通
信・放送機能も実現しようとした
場合、衛星技術や開発体制などの
面で多くの困難を伴い、衛星シス
テムとして早期に完成できないお
それがある。これらの機能を比べ
ると、測位機能は大きな社会的変
化や新しい価値を生み出す原動力
となり、国の基幹的なインフラと
して整備することの緊急性及び重
要性が高いと考える。そこで、国
民の安全・安心の確保や新しいサ
ービスによる経済の活性化などを
目的として、最初の準天頂衛星シ
ステムの機能はGPS補完・補強に
絞り、確実かつ迅速に開発して早
期に運用に供することを提案する。
　準天頂衛星システムの開発・運
用体制については、2004 年９月
の総合科学技術会議において、政
府の運用機関は「準天頂衛星の実
証が終わるまでにできるだけ早期
に決定する」ことになった。この
会議以前には、「準天頂衛星の実
証が終わった時点で決定する」と
されていたことから比べると前進
しているが、米国では既に政府の
GPS政策や資金支援を行う主体
として「省庁間GPS行政委員会」
（IGEB）という組織があり、その
下に省庁間調整の実施機関として
「GPS 省庁間諮問会議」（GIAC）
が設置されている 13）ことと比較
すると、我が国の省庁間調整体制
は立ち遅れている。準天頂衛星シ
ステムの実現に向けて主導権を持
つ機関が定まっていない。個別の
技術課題はそれぞれの担当機関が
実施しているが、準天頂衛星シス
テムの経済的な成立性や衛星イン
テグレーションなどの全体的な課
題に対して責任を持つ機関が見当
たらない状況である。
　ユビキタス測位を総合的に推
進し、その一環として準天頂衛星
システムの開発を促進するために
は、米国における「省庁間 GPS
行政委員会」などと同様に、我が
国の測位利用を所掌する政府の運
用機関を設置する必要がある。
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